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事業事前評価表 
 

Ⅰ．対象事業名 
国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：南北高速道路建設事業（ホーチミン‐ゾーザイ間）（Ⅰ） 
L/A調印日：2008年 3月 31日 
承諾金額：16,643百万円  
借入人：ベトナム社会主義共和国政府 
Ⅱ．本行が支援することの必要性・妥当性 
１． ベトナムにおける道路セクターの現状と課題 
ベトナムでは、旅客輸送のうち道路交通が約 84％、貨物輸送においても道路利用が 67％

を占め依然として道路交通がベトナムの主要交通モードでありながら、ベトナム道路網の総
延長約 22万 kmのうち、国道・省道などの幹線機能総延長は約 4万 kmと全体の約 18％に
すぎず、高速道路も整備されていないため、選択性の高い都市間道路ネットワークが未構築
となっている。また、戦乱による損傷や予算制約による維持･補修不足により運輸交通機能
が不十分なため、物流/人流サービス水準は依然低く留まっている。国道の舗装率は約 84％
まで向上しているが、地域内の幹線である省道では未舗装区間が約 44％残されているなど、
地方生活圏レベルでの道路整備水準は低い。道路維持管理においても、これまで新規道路建
設がより重要視された結果として維持管理予算額とその活用が十分でないとされている。加
えて、技術的な問題、運営・維持管理を担当する機関のマネジメント能力の問題（人材不足、
予算措置、関連機関との連携等）、及び計画-予算化、実施-管理-モニタリングという一連の
フローにおける非効率性の改善が求められている。経済発展に伴い登録車両数は急速に増加
を続けている中、かかる不十分な道路網の整備状況がスムーズな交通のボトルネックとなっ
ているだけでなく、交通事故の急増が社会的問題になっている。 
本事業対象地域のホーチミン市及びドンナイ省を含むベトナム南部はベトナム全体の

GDPの 56％を占める工業の中心地であり、高い経済成長率に伴って交通量（特に貨物交通
量）の伸びが著しく高く、荷役物流の渋滞が深刻化している。また、同対象地区の将来の交
通需要増も更に大きく見込まれ、現行道路だけでは対応不可能となることが明白となってい
る。 
２． ベトナムにおける運輸セクター政策 

2000 年に作成された「全国交通開発マスタープラン（～2010 年）」では、2010 年まで
に効率的な交通ネットワークの構築、ハノイやホーチミン等の都市交通における公共交通網
の整備が掲げられている。「2010年までの道路開発マスタープランと 2020年までの方向付
け」や、「ベトナム５ヵ年社会経済開発戦略（2006～2010）」においては、特にハノイや
ホーチミンといった都市部の基幹道路整備の重要性が指摘されている。 
高速道路に関しては、ベトナム運輸省が 2005年 8月に「ベトナム高速道路ネットワーク

マスタープラン（～2020年）」を策定し、2025年までの中・長期国内高速道路ネットワー
クの開発計画を提示した。ここでは総延長 2,843km、21セクションの開通を目指し、2015
年までに優先度の高い 1,968km、2025 年までに残りの 875km の建設を予定しており、本
事業は同マスタープランの中でも特に重要度が高い路線に位置づけられている。同年には高
速道路開発の実施主体としてベトナム高速道路公団（Vietnam Expressway Corporation：
VEC）が設立されている。 
３． 本行の援助方針との整合性 
本行は海外経済協力業務実施方針(2005～2007 年度)において、「持続的成長に向けた基

盤整備」を重点分野として位置づけ、経済社会活動の基盤となる運輸等の経済インフラ整備
を支援するとされている。本事業は上記マスタープランの中でも優先度の高い、国土を縦貫
する「南北線」の一部を建設するものであり、本行の支援方針と一致している。以上より、
本行が支援することの必要性・妥当性は高い。 
Ⅲ．事業の目的等 

本事業は、ベトナム南北高速道路網のうち、最優先路線であるホーチミン- ロンタイン- ゾ
ーザイ間(約 50km)の高速道路をアジア開発銀行（以下「ADB」という。）と協調して建設
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することで、既に処理能力が限界に達している国道 1号線、同 51号線の渋滞緩和、都市間
移動の時間短縮を図り、工業発展の著しいホーチミン市・ドンナイ省周辺の交通需要増へ対

応、同区間の輸送量を強化し、もってベトナム経済・社会の活性化に資することを目的とす

る。 
Ⅳ．事業の内容 

1. 対象地域名：ホーチミン市およびドンナイ省 
 

2. 事業概要 
（1）高速道路規格の道路建設（片側２車線、全長約 50km、長大橋 1つを含む） 
（2）ITS（Intelligent Transport System）に係る詳細設計・入札補助、及び据付 
（3）コンサルティング・サービス（施工管理等） 

 
3. 総事業費1 

58,659百万円（うち、円借款対象額：50,972百万円） 
 

4. スケジュール 
 2008年 4月～2012年 10月を予定（55ヶ月）。工事完了をもって事業完成とする。 
 
5. 実施体制 
(1) 借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 

Viet Nam） 
(2) 実施機関：ベトナム高速道路公団（Vietnam Expressway Corporation、以下 VEC） 
(3) 操業・運営／維持・管理体制：VEC 
 

6. 環境及び社会面の配慮 
(1) 環境に対する影響／用地取得・住民移転 
① カテゴリ分類：A 
② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドラ
イン」（2002 年 4 月制定）に掲げる道路セクターに該当し、影響を及ぼしやすい特
性を伴うため、カテゴリ Aに該当する。 

③ 環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は 2007年 10月に天然資源環
境省（Ministry of Natural Resources and Environment）により承認済み。 

④ 汚染対策：供用時の大気質･騒音は沿道植栽により影響を軽減すると共に、居住地が
隣接する地域では防音壁等による緩和策を採ることにより、同国国内基準を満たす見
込み。 

⑤ 自然環境面：事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に
該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 

⑥ 社会環境面：本事業は約 106.3ha の用地取得と 324 世帯の住民移転を伴い、同国国
内法及び現在作成中の住民移転計画に沿って取得･移転が進められる。住民協議の結
果、本事業の実施に関し特段の異論がないことを確認済み。 

⑦ その他・モニタリング：本事業では VECが大気質、騒音、水質、用地取得･住民移転
等についてモニタリングする。 

(2) 貧困削減促進：将来建設が予定されているサービスステーション等へ周辺住民の優先
雇用を検討。 

(3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）：
工場労働者に対するエイズ対策の実施は、ADB 借款の枠組の中で本行融資対象区間も
含めて一括して実施される予定。 

7. その他特記事項：ADBとの協調融資案件。 

                                                  
1総事業費・スケジュールの対象は、円借款の対象区間のみ(ADBの対象区間を除く)。 
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Ⅴ．事業効果 
1. 運用・効果指標 

指標名 基準値  
（2007年実績値） 

目標値（2014年） 
【事業完成 2年後】 

既存道路所要時間（分）* 80 詳細設計で確定予定 
新規高速道路所用時間（分）* NA 25 
年平均日交通量（台/日）* 0 30,000 
交通事故発生増加率 NA 国内近隣地域の標準を下回る。 

*アンフー・ロンタイン間の円借款区間のみ 
2. 内部収益率（経済的・財務的内部収益率） 
以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 14.0％、財務的内部収益率
(FIRR)は 9.8％となる。但し、ADB借款の総費用が算出された後、最終確定される見込み。 
【EIRR】 
費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費等 
便益：従来の車両運転費の節減、移動時間の短縮等 
プロジェクト・ライフ：25年 

【FIRR】 
費用：事業費、運営・維持管理費等 
便益：高速道路収入料金 
プロジェクト・ライフ：25年 

Ⅵ．外部要因リスク 
 ADBとの協調融資である本事業では、ADB支援で行われる住民移転、用地取得、入札支
援、本体工事の内容・タイミングが本事業の実施に影響を与える可能性がある。かかるリス
クを緩和するために ADB-JBIC-VEC間の緊密な連携を図る必要がある。 
Ⅶ．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の運輸セクター、特に高速道路事業における類似業務の事後評価から、事業効果発現

のためには、個別の高速道路の断片的な建設ではなく、国家高速道路計画に基づく支援が重

要であるとの教訓を得ている。また、事業完成後の持続性確保の観点からも、計画初期段階

から維持管理費等を含む維持管理体制の策定・構築、並びに交通量予測及び料金徴収計画の

慎重な検討が必要であるとの教訓を得ている。これらを踏まえ本事業については、将来のベ

トナム全国高速道路網整備の端をなすよう、高速道路マスタープランの最優先区間である当

該区間を採り上げている。 
Ⅷ．今後の評価計画 
1. 今後の評価に用いる指標 
（1） 既存道路所要時間（分） 
（2） 新規高速道路所用時間（分） 
（3） 年平均日交通量（台/日） 
（4） 交通事故発生増加率 
（5） 内部収益率 EIRR、FIRR（％） 
なお、本事業の事後評価においては ADB支援区間も含めた全区間を評価対象とする。但

し、本行審査時には ADB支援区間を含む全区間の指標基準値及び目標値を採取できないた
め、詳細設計を踏まえて ADB、VECと共に検討を行う予定。 
 
2. 今後の評価のタイミング  
 事業完成 2年後 
 


